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１ 緒言 

東日本大震災直後の平成 22 年 4 月 1 日に施行された公文書管理法においては、従前よ

り実体法上の定めのある情報公開の基盤となる公文書そのものの管理についてはじめて国

の法律として定められ、行政文書の管理に関するグランドデザインが示されることとなっ

た。 

この法律では、抽象的な「文書」概念を元に、紙を緩やかその前提としているが、現状

の中央官庁をはじめとする行政機関においては総務省行政管理局が所掌する「一元的な文

書管理システム」に代表される文書管理の電子化がすすめられており、電子管理と法の要

求との調和や、その原本性、管理方法、運用方法について様々な課題が議論されている。 

一方で、東日本大震災における行政庁舎への大規模被災において、紙による資料管理及

びその復旧におけるさまざまな法的課題も散見され、解決策の一つとしての電子公文書管

理の可能性が注目されている。 

本稿では上述の背景の元、以下の二点について論考する。 

第一の視点として、同法施行直前の平成23年 3月 11日に発生した東日本大震災における

公文書の被災状況について行った調査結果を整理する。この調査では、被災状況と主に文

書管理に関する法的課題について明らかにする。 

第二の視点としてに、第一の視点で明らかにした紙ベースでの公文書管理における被災時

の課題に対して、電子的公文書管理がどのような問題を解決の役割を果たせるのか、そし

てその際の法的課題について総括する。 

 

 

２ 東日本大震災における地方自治体における行政文書の被害状況と課題 

２．１  調査方法 

東日本大震災の被災から半年ほど経過した平成２３年９月に被災地域の地方自治体に

対してヒアリング調査を行った。 

実施時期が半年後となった理由としては、当初被災１ヶ月～３ヶ月のタイミングで調査

を実施しようとしたものの、各地方自治体への打診時に被災地域の状況が極めて悪く、被

災公文書の状況把握が包括的にされていない状況であるとの回答が相次ぎ、実施を延期し

たためである。 
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実際、半年過ぎた９月の段階でも、公文書の復旧は統一的に実施されておらず、業務に

必要な最低限の文書を各原課が個別に対応しているという状況であった。また、多くの場

合ほとんど未着手の状況であったが、一部では国立公文書館などの指導により密封措置な

どを行なわれている場合もあった。 

本調査の実施概要は表 ２-１のとおりである。 

表 ２-１ 調査対象期間、実施方法 

調査対象 青森県、岩手県、宮城県、福島県、石巻市 

調査項目 被害状況、復旧状況、法的課題、システム面の課題 

調査方法 調査票方式による半構造化インタビュー法 

調査時期 平成２３年９月 

 

２．２ 公文書の被害状況の概要 

 調査対象の各自治体においては、三陸海岸を中心に津波により庁舎そのものが甚大な被

害を受け、中には建物内のすべての物品や書類が流出し、担当する職員のほとんど全員が 

亡くなったケースもあった。 

文書の被害についても、庁舎の消滅にともなう完全な消失から、水濡れ、書棚の倒壊に

よるインデキシングの消滅2など様々な被害形態が見られた。 

 今回の調査対象の中でも石巻市北上総合支所では、職員４２名中当該庁舎で勤務してい

た１７名全員が犠牲となったほか、建物自体が完全に消滅し、各階の執務室内に文書保管

庫内の永年保存文書を含むすべての文書が流出し、回収不能となっている3。 

 流出した資料には戸籍に関する資料など秘密性が極めて高い資料も当然含まれており、

現地では可能な限りの回収が行われたが、救援活動が当然に優先されるため、回収作業は

限定的なものに留まらざるを得ない状況であった4。 

  

２．３ 公文書被害の特徴 

 公文書の被害については、大きく津波による水損と、地震の揺れによる文書のインデキ

シングの混乱の大きく２つのモードに分けることができる。 

 前者の水損には大きく４つの類型に5分けることができる。表 ２-２に整理する。 

 まずは流出であるが、これは庁舎内に保管や秘匿性の確保などが条例、規程などで義務

付けられている6のが通例であるが、この状況から逸脱した状況にあり、大きく法的に２つ

の問題が生じる。 
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た状態を指す。 
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表 ２-２ 東日本大震災における公文書の被害モード 

被害モード 解説 法に関連する課題 

流出 建物の外部への流出、散逸 記録の消滅、第三者への情報流出 

捜索を誰が行うのか 

汚損 資料の油、泥などによる汚れ、破

損 

記録の消滅、被災後の復旧作業を誰が

行うか 

水濡れ 海水、淡水などによる資料の水濡

れ 

被災後の復旧作業を誰が行うか 

 

 

２．４ 公文書被災における法的課題について 

 公文書が被災した場合はその被害モードに対応して大きく３つの論点が発生する旨を指

摘することができる。 

 第一に、流出した資料が権利義務、行政運営や住民サービスに直結する各種証明に関す

る証憑や庁舎に保存されていた契約に関する資料が完全に消滅してしまう問題である。 

今回は法務局のコピーやその復元に相手先に残った契約書を複写などにより対応した

が、契約先企業の事務所が消滅したり、更には担当者も犠牲になっている場合においては、

参照すべき情報が消滅しており実務に大きな支障が発生した7。 

 第二に、個人情報保護の問題である。地方自治体は戸籍を始めとする多くの個人情報を

管理しているが、それらは、本来は秘匿性が高く職員や権限を有する人物以外の目には触

れるべきものではなく、法令、例規などにより開示義務の例外として定めれられて8いるも

のである。 

 第三に、復旧作業をどう行うかである。第二の問題として上げた通り、ボランティアな

どが仮に実施したとすると、秘匿性が高い行政文書が法的正当性を必ずしも有しない一市

民が作業の過程を通じて閲覧できることを意味している。現地での対応では、守秘に関す

る誓約書を提出するなどして対応した9とのことであるが、その実効性などについてはボラ

ンタリーベースで行われていることとは言え、今後の課題とすべきである。更に過去に多

大なコストをかけて作成した測量図面や建物の実測図などは復旧に莫大な費用がかかるこ

とを留意すべきであろう。 

 

 これらの問題は、これら公記録が紙により保存されている事に起因する記録媒体の問題

と再整理することができよう。 

例えば、当該被災地域においては、当然のことながらサーバーなどに記録が保存されて
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7 石巻市の他、宮城県、岩手県におけるヒアリングでも同様の結果が得られた。 
8例えば、石巻市情報公開条例第七条、国の法律としては、行政機関の保有する情報の公開

に関する法律第五条一項などに定めがある。 
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旧作業（文化）」,2011年 6月 25日 



いた。これら電子媒体に保存された記録については、停電により当日の閲覧性などの問題

があったものの、結果的にバックアップなどによる復元が行われており、記録の消滅とい

う自体を回避するのに大きく役立った他、端末の流出に際しても、流出したコンピュータ

ーは津波により海水、汚濁水、油な10どにより被害を受けており、また適切なセキュリテ

ィ管理をされていることからも情報漏洩を起こすことはなかった。 

 

３ 電子的公文書管理の在り方と今後の課題 

 災害が多い我が国においては、特に沿岸部に都市が集中していることからも、災害対策

を考慮した公文書の管理が求められる。 

紙による管理は災害に対して脆弱であるとともに、復旧に膨大な時間と手間が必要とな

る。流出や著しい汚損などの場合、情報そのものが回復不可能となることを考慮すると、

漏洩への対策が取りやすく、別媒体でのバックアップが容易であり、事前のファシリティ

の準備さえ整っていれば災害時に速やかなアクセスを可能とする電子的な公文書管理にシ

フトすることが求められる。 

 しかし、現状の電子的な公文書管理については、特に国の地方支分部局、地方自治体な

どにおいてはあまり進んでいないのが現状であり、調査した４県１市においては、電子的

な文書管理システムが導入されているのは宮城県のみ11である。 

 公文書の多くはマイクロソフトオフィスなどのオフィススイートによりコンピューター

で生成されている中、この分野のみ導入が遅延している理由として、大きく２つの点を指

摘したい。 

 第一に、紙を正本とする慣行が根強いこと、第二に、現状の業務（文書の回付、決済、、

閲覧、保存）などが紙を自明の前提とされており、特に現状のシステムでは多くの場合決

済などの説明において大きな問題が発生するとの指摘がヒアリング対象からあった。 

 第一の論点としては、公文書管理法において、紙及び電子を区別なく記録として認めて

いる12ことからも、記録管理そのものとしては、電子媒体が認められているところである

が、例えば診療録などのように法が自明の前提として記録媒体を紙としていたり、申請書

類が紙であることに起因して容易に移管できない点である。しかし、これらについては、

e-文書法や、各種記録に関するガイドラインなどの具備、それらガイドラインを満たすソ

リューションの提供などにより、徐々に改善される傾向にある。 

 第二の観点は、論点が外部からは見えにくいが、これは行政における業務遂行の方法に

起因している。筆者は平成２３年度の内閣府「電子的な公文書管理の在り方に関する調査」

に従事しており、北欧二カ国とコモンウエルスの一カ国への調査を行っているが、これら

の国を含めた英米仏独など主要各国において電子的文書管理は順調にすすんでおり、地方

自治体の例とは言え、日本のこの状況は若干異質であると言わざるを得ない。 
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害などにより普及が困難となる。これは情報の秘匿の意味からは良い特性と言える。 
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から書誌情報のみを管理するシステムはすべての県で導入されている。 
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 海外の場合、公務員の職務が明確に定められており13、職員個人の責任を全うする記録

を保存すれば足りる、換言すれば個々人の職員の職務の正当性を証明するためのしりょう

として文書が位置づけられているのに対して、我が国では稟議制による意思決定を基本と

しており、その過程において、関係課などに関連する資料を実際に示して決裁を受けなけ

ればならず、そのためコンピューターの画面では決裁を求めることが困難となることが明

らかとなった。 

 

４ 結び 

 紙をベースとする記録が一度消滅すると、その復旧、再生策には莫大なコストを要する

こととなる。契約、会計関連の情報、土木・建築などの図面がすべて失われたとしてそれ

を再度作成するためには最悪数十年の期間を要することとなることは容易に想像できるこ

とである。 

 そのため、復旧や複製の保管が容易な公文書管理の電子化が求められるところであるが、

上述の観点から導入がなかなか進んでいないのが現状である。 

 我が国の行政機関の職務慣行に適合的なシステム構築と、紙をベースとした公文書管理

が残存する間の法的対応策の検討が今後の課題となる。 

                            
13 米国の職階制など。欧米では職務記述書により職務の責任や職責に必要な経験、学歴が

明確化されている。 


